
北海道告示第11504号

北海道が令和３年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げる職にある

者に委任する。

令和３年12月17日

北海道知事 鈴 木 直 道

（保健福祉部所管分 その45）

補助金等を交付する事 交付申請書に添付 実績報告書に添付 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 すべき関係書類 すべき関係書類 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 限及び提出先 限の委任

１ 看護師勤務環境改善施 医療法（昭和23年法律第205 看護職員が働きやすく離職防 ３分の１ 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出部数 １部

設整備費補助金 号）第７条の規定に基づき許 止につながるナースステーショ 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示

医療の高度化に対応可 可を受けた病院及び診療所、 ン、処置室、カンファレンスル （寄附金その他の収 保福第1の20号様式 保福第450号様式 する日

能なナースステーションの 又は同法第８条の規定に基づ ーム等の新築、増改築、改修に 入金があるときは、 保福第450号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉

拡充、処理室及びカンファ き届出した診療所の開設者 要する工事費又は工事請負費。 補助金等の額の算定 別に指示する様式 部地域医

レンスルーム等の拡張や新 で、次に掲げる者(地方自治 ただし、次に掲げる費用を除く。に当たり、当該寄附 療推進局

設等看護職員が働きやすい 法（昭和22年法律第67号）第 (1) 土地の取得又は整地に要す 金その他の収入金の 医務薬務

合理的な病棟づくりなど勤 １条の３に規定する地方公共 る費用 控除等を行う。） 課

務環境改善整備をすること 団体及び地方独立行政法人法 (2) 門、柵、塀及び造園工事並

により、看護職員の離職防 （平成15年法律第118号）第 びに通路敷設に要する費用

止を図ることを目的として、２条第１項に規定する地方独 (3) 設計その他工事に伴う事務

予算の範囲内で交付する。 立行政法人を除く。)。 に要する費用

(1) 社会福祉法人 (4) 既存建物の買収に要する費

(2) 健康保険組合及びその 用

連合会 (5) その他の整備費として適当

(3) 国民健康保険組合及び と認められない費用

その連合会

(4) 学校法人及び準学校法

人

(5) 社団法人及び財団法人

(6) 医療法人

(7) その他知事が適当と認

める者

２ 病院内保育施設施設整 国民健康保険団体連合会及 病院内保育所の新築・増改築 ３分の１ 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出部数 １部



備事業 び国民健康保険組合、日本赤 及び改修（既存の病院内保育所 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示

保健師、助産師、看護 十字社、社会福祉法人恩賜財 の改修は除く。）に要する工事費 （寄附金その他の収 保福第1の20号様式 保福第450号様式 する日

師及び准看護師をはじめと 団済生会、厚生農業協同組合 又は工事請負費とする。ただし、入金があるときは、 保福第450号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉

する医療関係従事者の子育 連合会、社会福祉法人北海道 次に掲げる費用については、補 補助金等の額の算定 別に指示する様式 部地域医

て支援、離職防止及び再就 社会事業協会、国家公務員共 助の対象外とする。 に当たり、当該寄 療推進局

業の促進を図るため、予算 済組合及びその連合会、健康 (1) 土地の取得又は整地に要す 附金その他の収入金 医務薬務

の範囲内で補助する。 保険組合及びその連合会、社 る費用 の控除等を行う。） 課

会福祉法人、一般社団法人又 (2) 門、柵、塀及び造園工事並

は一般財団法人等 びに通路敷設に要する費用

(3) 設計その他工事に伴う事務

に要する費用

(4) 既存建物の買収に要する費

用

(5) その他の整備費として適当

と認められない費用

３ 子育て看護職員等就業 市町村、国民健康保険団体 病院内保育所の運営に必要な ３分の２ 保福第１の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 正副２部 書類は、

定着支援事業費補助金 連合会及び国民健康保険組 次に掲げる経費 保福第１の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示 総合振興

病院及び診療所に従事 合、日本赤十字社、社会福祉 １ 給与費（常勤職員給与費、 市町村（一部事務組 保福第１の20号様式 保福第22号様式 する日 局又は振

する職員のために保育施設 法人恩賜財団済生会、厚生農 常勤職員給与費、法定福利費 合を含む。）にあっ 保福第１の32号様式 保福第23号様式 提 出 先 保健福祉 興局の保

を運営する事業について助 業協同組合連合会、社会福祉 等） ては４分の１ （申請者が市町村の 保福第24号様式 部地域医 健環境部

成し、医療従事者の離職防 法人北海道社会事業協会、国 ２ 委託料（上記１に該当する 場合を除く。） 別に指示する様式 療推進局 保健行政

止及び再就業を促進すると 家公務員共済組合及びその連 もの。） 保福第22号様式 医務薬務 室長又は

ともに、医療機関による入 合会、健康保険組合及びその 保福第23号様式 課 地域保健

院治療の必要はないが、安 連合会、社会福祉法人、医療 保福第24号様式 室長を経

静の確保に配慮する必要が 法人及び社団法人、財団法人、 別に指示する様式 由するこ

ある集団保育が困難な児童 その他知事が適当と認める と（札幌

の保育を行うことを目的と もの 市、小樽

して、予算の範囲内におい 市、函館

て交付する。 市及び旭

川市所在

の補助対

象者を除

く。）。

４ 多様な勤務形態導入支 医療法（昭和23年法律第20 多様な勤務形態導入事業の実 ２分の１以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 １部

援事業 5号）第７条の規定に基づき 施に必要な新たに雇用する短 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示

看護職員が出産や育児 許可を受けた病院の設置者 時間正規職員経費（人件費、法 （寄附金その他の収 保福第1の20号様式 保福第346号様式 する日



・介護のほかキャリアアッ 定福利費）、報償費、旅費、需用 入金があるときは、 保福第1の32号様式 保福第347号様式 提 出 先 保健福祉

プや自己啓発など個々のラ 費（印刷製本費、会議費、消耗 補助金等の額の算定 保福第346号様式 保福第348号様式 部地域医

イフステージに対応し働き 品費）、役務費（通信運搬費、雑 に当たり、当該寄附 保福第347号様式 保福第349号様式 療推進局

続けることが可能となるよ 役務費） 金その他の収入金の 保福第348号様式 別に指示する様式 医務薬務

うな多様な勤務形態の整備 控除等を行う。） 保福第349号様式 課

を促進し、医療機関におい 別に指示する様式

て看護職員の離職防止・復

職支援を図ることを目的と

して、予算の範囲内で補助

する。

５ 新人看護職員臨床実践 病院等（看護師等の人材保 １ 新人看護職員研修事業の実 ２分の１以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 正副2部 書類は、
能力向上研修支援事業 の促進に関する法律（平４年 施に必要な研修責任者経費（謝 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出期限 別に指示 総合振興
病院等において、新人 法律第86号）第２条第項に規 金、人件費、手当）、報償費、 （寄附金その他の収 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 する日 局又は振

看護職員、新人保健師及 定する病院等をいう。 旅費、需用費（印刷製本費、 入金があるときは、 保福第1の20号様式 保福第342号様式 提 出 先 保健福祉 興局の保
び新人助産師が基本的な の開設者 消耗品費、会議費、図書購入 補助金等の額の算定 保福第1の32号様式 保福第343号様式 部地域医 健環境部
臨床実践能力を修得する 費）、役務費（通信運搬費、雑 に当たり、当該寄附 （申請者が地方公共 別に指示する様式 療推進局 保健行政
ための研修を実施するこ 役務費）、使用料及び賃借料、 金その他の収入金の 団体である場合は除 医務薬務 室長又は
とにより、看護の質の向 備品購入費、賃金（外部の研 控除等を行う。） く。） 課 地域保健
上及び早期離職防止を図 修に参加した新人看護職員の 保福第342号様式 室長を経
るため、予算の範囲内で 代替職員経費に限 保福第343号様式 由するこ
補助する。 る。）並びに教育担当者経費（謝 別に指示する様式 と（札幌

金、人件費、手当） 市、小樽
２ 医療機関受入研修事業の実 市、函館
施に必要な教育担当者経費（謝 市及び旭
金、人件費、手当）、需用費（印 川市所在
刷製本費、消耗品費、会議費、 の補助対
図書購入費）、役務費（通信運 象者を除
搬費、雑役務費）、使用料及び く。）。
賃借料、備品購入費

６ 在宅人工呼吸器使用者 医療法（昭和23年法律第20 訪問診療が必要な人工呼吸器 ２分の１以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 正副２部 書類は、

非常用電源整備事業費補 5号）第７条の規定に基づき 使用患者を診察している医療機 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出期限 別に指示 総合振興

助金 許可を受けた病院及び診療 関において、停電時に備えて患 （寄附金その他の収 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 する日 局又は振

訪問診療が必要な人工 所、又は同法第８条の規定に 者に貸し出せる簡易自家発電装 入金があるときは、 保福第1の20号様式 保福第33号様式 提 出 先 保健福祉 興局の保

呼吸器患者が使用する人 基づき届出をした診療所（以 置等（ガソリン・ガス等で駆動 補助金等の額の算定 保福第1の32号様式 別に指示する様式 部地域医 健環境部

工呼吸器が長期停電時に 下「医療機関」という。）の される自家発電装置、人工呼吸 に当たり、当該寄附 （申請者が地方公共 療推進局 保健行政

おいても稼働できるよう、開設者（市町村又は知事が認 器の予備バッテリー）の購入費 金その他の収入金の 団体である場合を除 医務薬務 室長又は

停電時に備え患者に貸し める者に限る。） 控除等を行う。） く。） 課 地域保健

出せる簡易自家発電装置 保福第33号様式 室長を経

等を整備し、災害時にお 別に指示する様式 由するこ

いても患者の生命を維持 と（札幌

できる体制の整備を図る 市、小樽

ため、予算の範囲内で交 市、函館

付する。 市及び旭



川市所在

の補助対

象者を除

く。）。

７ 治験施設施設整備事業 次の１又は２に掲げる治験 治験施設として必要な次の各 100分の33以内 保福第１の２号式 保福第１の２号様式 提出部数 正副２部 書類は、

被験者の人権、安全及 施設の拡充整備を行うによ 部門の新築、増改築及び改修に （寄附金その他の収 保福第１の16号式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示 総合振興

び福祉の保護のもとに、 り、より一層治験の遂行を図 要する工事費又は工事請負費 入金があるときは、 保福第１の18号式 保福第１の31号様式 する日 局又は振

治験の科学的な質と成績 ることができる治験環境を備 １ 治験専門外来 補助金等の額の算定 保福第１の20号式 保福第32号様式 提 出 先 保健福祉 興局の保

の信頼性を確保しつつ、 える医療機関の開設者（地方 （外来診察室、処置室、検 に当たり、当該寄附 保福第32号様式 別に指示する様式 部地域医 健環境部

治験の管理及びその事務 公共団体、地方独立行政法人、 査室等） 金その他の収入金の 別に指示する様 療推進局 保健行政

機能の充実を図ることに 日本赤十字社、社会福祉法人 ２ 治験管理部門 控除等を行う。) 医務薬務 室長又は

より、効率的な治験の遂 恩賜財団済生会、全国厚生農 事務部門 課 地域保健

行を推進するため、予算 業協同組合連合会及び社会福 （治験事務室、治験審査委 室長を経

の範囲内で交付する。 祉法人北海道社会事業協会を 員会事務室） 由するこ

除く。） 相談部門 と（札幌

１ 治験専門外来 （治験依頼者相談室、被験 市、小樽

（１）外来診察室 者相談室） 市、函館

（２）処置室 その他 市及び旭

（３）検査室等 （諸記録保管室、治験薬保 川市所在

２ 治験管理部門 管・管理室、調剤室等） の補助対

（１）治験事務室 象者を除

（２）治験審査委員会（ＩＲ く。）。

Ｂ）事務室

（３）治験依頼者相談室

（４）被験者相談室

（５）その他

（諸記録保管室、治験

薬保管・管理調剤

室等）

８ 医療施設近代化施設整 知事が適当と認める病院及 次に掲げる医療施設の整備に 0.33以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 正副2部 書類は、
備事業 び診療所の開設者（地方公共 要する経費（患者の療養環境、 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出期限 別に指示 総合振興
医療資源の効率的な再 団体及び地方独立行政法人を 医療従事者の職場環境、衛生環 （寄附金その他の収 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 する日 局又は振

編及び地域医療の確保に 除く。） 境等の改善及び患者サービスの 入金があるときは、 保福第1の20号様式 保福第342号様式 提 出 先 保健福祉 興局の保
配慮しつつ、医療施設に 向上等につながる次の部門の新 補助金等の額の算定 保福第1の32号様式 保福第343号様式 部地域医 健環境部
おける患者の療養環境、 築、増改築及び改修に要する工 に当たり、当該寄附 （申請者が地方公共 別に指示する様式 療推進局 保健行政
医療従事者の職場環境、 事請負費（５の（１）にあって 金その他の収入金の 団体である場合は除 医務薬務 室長又は
衛生環境等の改善及びへ は、工事費又は工事請負費及び 控除等を行う。） く。） 課 地域保健



き地や都市部の診療所の 工事事務費）） 保福第342号様式 室長を経
円滑な承継のための整備 １ 精神病棟 保福第343号様式 由するこ
等を促進し、もって医療 (1) 病棟 別に指示する様式 と（札幌
施設の経営の確保を図る （病室、診察室、処置室、 市、小樽
ため、予算の範囲内で交 記録室、患者食堂、談話室、 市、函館
付する。 機能訓練室、浴室、寝具倉 市及び旭

庫、バルコニー、廊下、便 川市所在
所、暖冷房、附属設備等） の補助対

(2) 知事が必要と認めるもの 象者を除
(3) 電子カルテシステムの整 く。）。
備

２ 結核病棟改修等整備事業
（病室、診察室、処置室、
記録室、患者食堂、談話室、
浴室、寝具倉庫、バルコニ
ー、廊下、便所、暖冷房、

附属設備等）
３ 診療所
（診察室、処置室、薬剤室、
エックス線室、暗室、待合室、
看護師詰め所、玄関、廊下、
便所、暖冷房、附属設備、救
急患者搬入口、スロープ、療
養指導室等）
ただし、改修等により療養

病床を整備する診療所にあっ
ては、次のとおりとする。
（病室、診察室、処置室、

記録室、患者食堂、談話室、
機能訓練室、浴室、寝具倉庫、
バルコニー、廊下、便所、暖
冷房、附属設備等（外来部門

を除く。））
４ 療養病床療養環境改善事業

（機能訓練室、患者食堂、
浴室、附属設備等）

５ 介護老人保健施設及び診療
所
(1) 介護老人保健施
(2) 診療所

（診察室、処置室、薬剤
室、エックス線室、暗室、
待合室、看護師詰め所、玄
関、廊下、便所、暖冷房、
附属設備、救急患者搬入口、
スロープ、療養指導室等）

９ 子育て支援対策事業 補助対象者が次の(1)から(4) 提出部数 １部 総合振興局長

「新子育て安心プラン までの事業を行う場合における 提出期限 別に指示 又は振興局長



実施計画」等の円滑な推 当該事業に要する経費（当該事 する日

進を図るため、「北海道安 業ごとに補助対象経費欄に掲げ 提 出 先 総合振興

心こども基金」を活用し る経費に限る。）。ただし、市町 局又は振

て、保育所の計画的な整 村が事業者に当該事業費を補助 興局の保

備等の実施、認定こども 等する場合にあっては、当該補 健環境部

園等の新たな保育の需要 助等の対象となる事業に要する 社会福祉

への対応並びに小学校就 経費（当該事業ごとに補助対象 課

学前の子どもの教育及び 経費欄に掲げる経費に限る。）

保育に要する費用の無償

化に係る事務の円滑な実

施を通じて、子どもを安

心して育てることができ

る体制を整備することを

目的として、予算の範囲

内で交付する。

(1) 保育所緊急整備事業 市町村 保育所、幼保連携型認定こど ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

も園において児童福祉施設とし 又は３分の２以内 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

ての保育を実施する部分等の整 保福第１の20号様式 保福第266号様式

備に要する工事費又は工事請負 （寄附金その他の収 保福第265号様式 保福第268号様式

費及び工事事務費、事業を行う 入金があるときは、 保福第267号様式 保福第269号様式

にあたり必要な設計費、保育所 補助金等の額の算定 保福第269号様式 別に指示する様式

の開設準備に必要な費用、新た に当たり、当該寄附 別に指示する様式

に土地を賃借して保育所を整備 金その他の収入金の

する場合に必要な費用、定期借 控除等を行う。）

地権契約により土地を確保し保

育所を整備する場合に必要とな

る権利金や前払地代などの費用、

特殊附帯工事に必要な工事費又

は工事請負費、解体撤去に必要

な工事費又は工事請負費及び仮

設施設整備に必要な賃借料、工

事費又は工事請負費

(2) 小規模保育整備事業 市町村 小規模保育事業所の整備に要 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

する工事費又は工事請負費及び 又は３分の２以内 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

工事事務費、事業を行うにあた 保福第１の20号様式 保福第266号様式

り必要な設計費、小規模保育事 （寄附金その他の収 保福第265号様式 保福第268号様式

業所の開設準備に必要な費用、 入金があるときは、 保福第267号様式 保福第269号様式



新たに土地を賃借して小規模保 補助金等の額の算定 保福第269号様式 別に指示する様式

育事業所を整備する場合に必要 に当たり、当該寄附 別に指示する様式

な費用、定期借地権契約により 金その他の収入金の

土地を確保し小規模保育事業所 控除等を行う。）

を整備する場合に必要となる権

利金や前払地代などの費用、特

殊附帯工事に必要な工事費又は

工事請負費、解体撤去に必要な

工事費又は工事請負費及び仮設

施設整備に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費

(3) 認定こども園整備事 市町村 幼保連携型認定こども園にお ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

業 いて学校としての教育を実施す 又は３分の２以内 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

る部分、保育所型認定こども園 保福第１の20号様式 保福第266号様式

の幼稚園機能部分、幼稚園型認 （寄附金その他の収 保福第265号様式 保福第268号様式

定こども園の保育所機能部分等 入金があるときは、 保福第267号様式 保福第269号様式

の整備に要する工事費又は工事 補助金等の額の算定 保福第269号様式 別に指示する様式

請負費及び工事事務費、特殊附 に当たり、当該寄附 別に指示する様式

帯工事に必要な工事費又は工事 金その他の収入金の

請負費、事業を行うにあたり必 控除等を行う。）

要な設計費、解体撤去に必要な

工事費又は工事請負費及び仮設

施設整備に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費、施設の改修

等に必要な費用

(4)幼児教育・保育無償化 市町村 市町村における認可外保育施設 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

円滑化事業 の無償化の実施及び無償化の実 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

施に伴うシステム改修及び設備 （寄附金その他の収 保福第１の20号様式 保福第266号様式

整備を行うために必要な超過勤 入金があるときは、 保福第265号様式 別に指示する様式

務手当、管理職員特別勤務手当、補助金等の額の算定 別に指示する様式

給料及び超過勤務手当以外の諸 に当たり、当該寄附

手当（会計年度任用職員及び臨 金その他の収入金の

時的任用職員（臨時の職に関す 控除等を行う。）

る場合に限る。以下同じ。）に関

するものに限る。）、報酬、職員

旅費、需用費（消耗品費、燃料



費、食糧費、印刷製本費及び光

熱水費）、役務費（通信運搬費、

広告費、手数料等）、共済費（会

計年度任用職員及び臨時的任用

職員に関するものに限る。）、報

償費、委託費、使用料及び賃借

料、工事請負費（システム改修

等に関するものに限る。）、備品

購入費（システム改修等に関す

るもの以外は取得価格10万円未

満のものに限る。）、負担金（シ

ステム改修等に関する共同開発

によるものに限る。）

参入促進・能力活用事業実施

要綱の３の（４）に定める事業

の実施に必要な超過勤務手当、

給料及び超過勤務手当以外の諸

手当（会計年度任用職員及び臨

時的任用職員に関するものに限

る。）、需用費（消耗品費及び印

刷製本費）、役務費（通信運搬費、

手数料等）、共済費（会計年度任

用職員及び臨時的任用職員に関

するものに限る。）、委託費、負

担金


